
公益財団法人愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会 

令和７年度コンプライアンス推進計画 

 

公益財団法人愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会（以下「組

織委員会」という。）におけるコンプライアンスの推進を図るため、公益財団法

人愛知・名古屋アジア・アジアパラ競技大会組織委員会コンプライアンス規程、

コンプライアンスの推進に関する基本方針等に基づき、令和７年度コンプライ

アンス推進計画をコンプライアンス委員会の決議を経て次のとおり定め、コン

プライアンス推進責任者のもと着実に実施・推進するものとする。 

 

１．コンプライアンスの重要性の認識 

社会からの期待や要請に的確に応えることができるよう、全ての役職員が、

研修への参加、情報提供、意見交換等を通じて、組織委員会の目指すコンプ

ライアンスの意義や重要性を十分認識し、コンプライアンスを推進する。 

 

２．コンプライアンス委員会の開催 

コンプライアンス委員会を開催し、コンプライアンスに関する推進計画の

策定、実施状況の確認等を行う。 

なお、重大なコンプライアンス違反行為があった場合は、その原因の究明

及び再発防止策について検討・審議を行う。 

 

３．コンプライアンスの推進に向けた取組 

（１）適切な財務・経理処理及び公正な会計原則の遵守 

ア 民間出向職員の出向元企業等に対する入札制限のルールを適切に運用

すること、調達審査会における入札参加資格要件、随意契約の規則適合

性等に係る審査を厳格に実施すること等により、入札・契約の透明性・

競争性を確保する。 

イ 担当者間で相互牽制を働かせること、承認プロセスを適切に運用する

こと等により、財務・経理処理の正確性を確保する。 

ウ 月次決算を適切に実施し、会計処理の誤りを早期に発見し修正するこ

とにより、財務報告の信頼性を確保する。 

エ 監事及び会計監査人と連携して、効率的かつ効果的な内部監査を実施

する。 

（２）情報セキュリティの確保 

情報セキュリティに関するルールを適切に周知すること、職員にルール

の遵守状況に関する自己点検を定期的に実施させること等により、情報セ

キュリティを確保する。 



 

（３）不祥事の発生を制御するための取組 

役職員にコンプライアンスに係る行動指針を遵守する旨の誓約書の提出

を求めること、コンプライアンスに関する幹部職員からのメッセージを積

極的に発信すること、職員にコンプライアンスに関する自己点検を定期的

に実施させること等により、不祥事の発生を未然に防止する。 

（４）コンプライアンスの推進に関する研修 

コンプライアンス意識の徹底を図るため、次の研修を実施する。 

なお、研修の実施後には、研修の効果を測定するため、確認テスト又は

アンケートを実施する。 

ア コンプライアンス全般に関する研修（役員向け及び職員向け） 

イ ハラスメント防止に関する研修 

ウ 情報セキュリティに関する研修 

エ 調達業務に関する研修 

（５）コンプライアンスの推進に関する情報提供 

ア 課長会議、ＧＬ会議等を活用し、コンプライアンスに関する取組等に

ついて情報提供を行う。 

イ 本計画、公益通報窓口、利益相反管理の手引き、不祥事対応に係る危

機管理マニュアル等を法人内 LANの掲示板に掲載し、職員がいつでも確

認できるようにする。 

ウ 役員及び職員向けのコンプライアンス通信をそれぞれ定期的に発行

し、継続的にコンプライアンス意識の向上を図る。 

（６）「コンプライアンス強化月間」の取組の実施 

７月を組織委員会における「コンプライアンス強化月間」とし、各課室

と一体となってコンプライアンス意識向上のための運動を展開する。 

 

４．内部公益通報制度の適切な運用 

内部公益通報制度の周知を図り、有効活用を促すとともに、通報があった

場合は、迅速かつ適切に対応する。 

また、通報者が希望すれば窓口担当者の性別を選択できるようにするとと

もに、通報者等の保護及び情報の管理を徹底し、通報者が安心して通報でき

る体制を確保する。 

 

５．利益相反管理体制の適切な運用 

  契約締結に先立ち、利益相反の有無について適切にチェックできるよう、

評議員及び役職員から利益相反に関する申告書を収集し、組織委員会の契約

案件との照合を実施する。 

  また、利益相反に該当する事案があった場合は、利益相反による望ましく



 

ない事態の発生を回避するため、利益相反管理委員会において、迅速かつ的

確に審査を実施する。 

 

６．コンプライアンスに関する情報の公開 

各年度のコンプライアンス推進計画及びその実施状況並びに大規模な国

際又は国内競技大会の組織委員会等のガバナンス体制等の在り方に関する

指針の遵守状況等をウェブサイトで公表する。 

 

７．その他  

この計画について見直しの必要が生じたときは、コンプライアンス委員会

の決議を経て改正するものとする。 


